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◯34 番（松野 隆）登壇 本日５番目でようやく折り返しでございます。元気いっぱい質

問を行ってまいりたいと思いますので、よろしくお願いいたします。（発言する者あり）あ

りがとうございます。 

 私は、公明党福岡市議団を代表し、特別支援教育推進のための環境整備について質問いた

します。 

 平成 19年の学校教育法の一部改正により、特別支援教育が実施され２年目を迎えました。

それまでの障がい種と程度に応じ特別の場で授業を行う本市障がい児教育から、１人１人

の教育的ニーズに応じ適切な教育的支援を行う特別支援教育への転換が図られ、さらに発

達障がい児童にも拡大され、教育現場においては、特別支援教育支援員の配置、校内委員会

の設置など、障がいのある子どもたちの保護者の要望にこたえ、施策の充実に向けたさまざ

まな取り組みがなされております。しかしながら、それらの取り組みはまだ不十分でありま

す。私は以前より、特別支援学校の施設の老朽化についての御指摘をいただいておりました

ので、夏休み期間を利用し、全校ではありませんが、本市の特別支援学校を視察させていた

だき、全般的実態を見ることができました。そこで、施設と諸課題についてお尋ねしてまい

ります。 

 まず施設ですが、今津特別支援学校は校舎前のバス乗降場ですが、地盤沈下の改良工事に

より、かえって段差ができ、バス出発、到着時に子どもたちは体にかなり大きな振動を感じ

ております。また、緊急時に救急車が患者搬送のための受け入れを行う場所も大きな段差が

あり、早急な改善が必要です。同校に通う子どもたちは体温調整が難しいのですが、冷房だ

けではどうしても体調を崩してしまうので、時には窓を開放するなどの配慮も必要になり

ます。場所柄、夏場は虫が多いため、網戸の完備が急がれます。教室や体育館の冷房も不足

しておりました。水泳は障がい児にとって重要な科目でありますが、プールの水深が浅いた

めに、高等部の生徒は泳げない現状です。改善を要望いたします。 

 若久特別支援学校は、特に体育館とプールの老朽化が進んでいます。体育館天井のひびや

隣接する体育倉庫はさらに老朽化が著しく、使用頻度が高い倉庫なので大変危険です。プー

ルと倉庫と体育館の一体的改造が必要だと思われます。教員の定数により義務づけられて

いる休養室もありませんでした。 

 生の松原特別支援学校は、老朽化の影響が特に大きいと感じられました。やはり体育館と

プールの老朽化や教室の天井には至るところに雨漏りの跡がありました。教室のトイレも

便器が壊れたまま。廊下のトイレは狭く、車いすも通れないほどの狭さなので、とても介助

はできません。職員トイレはいまだに男女兼用です。外から中が丸見えなので、つい立てで

目隠ししてありました。このトイレは階段の下にあり、構造上改造できないと言われたそう

ですが、何とかしていただきたと思います。職員室も狭いので、長机が置いてあり、職員室

は利用しづらい状況です。やはり休養室もありません。用務員さんもこのような施設の現状



に常に細心の注意を払っておられますが、子どもの安全確保を心配しておられました。 

 東福岡特別支援学校は、まず、保健室が狭く、倒れた子どもは教室にマットを敷いて寝か

せるほどです。教室、廊下とも窓はガラスを強化ガラスにかえる必要があります。教室に敷

いてあるカーペットは大変古く、不衛生きわまりないため、一日も早く板敷き、もしくはマ

ット敷きにしてください。やはり職員室が極めて狭く、長机１つを教員３人が共有し、作業

しておられました。 

 屋形原特別支援学校は、病弱児に、今年度より知的障がい児童が加わりました。そのため、

一部の施設が知的障がい児童に対応していません。例えば、プールはもともと水深が浅いた

め、知的障がいの子どもたちが勢いよくプールに飛び込むと大変危険です。プール床面にあ

る明かり取りのガラスタイルが割れているなど危険箇所もありました。改善が必要であり

ます。また、冷房機器の設置が急がれます。旧校舎東側の図工美術室、技術室、音楽室、家

庭科室は、朝日を正面に受け、気温がかなり上がるので、夏季は午前中授業を組めません。

逆に西側の理科室、視聴覚室は午後から気温が上がります。まだまだ切りがないほど施設改

造を要する箇所はたまっております。体育館、プールの老朽化が特に進んでおりました。特

別教室の整備が不十分であったり、遊具が未設置であったり、トイレの不足、トイレ等の施

設が障がいに対応できる状況になっていないこともわかりました。 

 そこでお尋ねします。特別支援学校の施設整備について、保護者の皆さんから多くの声が

聞こえてまいりますが、お尋ねいたします。各学校から施設整備についてどのような改善要

望が出ておりますか。要望に対して、教育委員会ではどのように対応されていますか。特別

支援学校の大規模改造について、改造の時期はいつですか。また、大規模改造の基準があれ

ばお示しください。 

 次に、知的障がい特別支援学校のスクールバス乗車についてお尋ねします。 

 通学が困難な子どもや保護者にとって、スクールバスでの送迎はとても感謝されており

ます。お尋ねしますが、各知的障がい特別支援学校には、それぞれバスは何台配置され、学

校ごとの利用率はどのくらいかお答えください。高等部は原則自主通学と聞いております

が、公共交通機関を利用して単独で通学している子ども、公共交通機関を利用して保護者同

伴で通学している子ども、保護者が自家用車で送迎している子ども、スクールバスを利用し

ている子どもについて、何人かお答えください。 

 次に、医療的ケアについてお尋ねします。 

 平成 20 年度は肢体不自由特別支援学校に看護師が増員されましたが、ケアを必要とする

子どもたちも増加しており、看護師に対するケアの割合から保護者が待機してケアを行う

状況が続いていると聞いております。 

 そこでお尋ねします。肢体不自由２校の３年間の医療的ケアの延べ人数、ケアの内容につ

いてお示しください。医療的ケアを必要とする子どもの数及び重篤なけいれんを持つ子ど

もの数、アレルギー疾患等で医師から特別の対応が必要だと言われている子どもの数は、各

特別支援学校ごとに何人いますか。また、その子どもたちへの対応についてはだれが行って



いますか。医療的ケア実施に対する本市の成果と今後の課題は何でしょうか。お答えくださ

い。 

 次に、特別支援教育の本格実施に向け、平成 19 年に発行された広報誌「福岡の教育」に

は、今後、特別支援学校に在籍する生徒が居住する校区の学校にも副次的な籍を持ち、地元

の学校や生徒との交流を通じ、地域での居場所づくりを進めるための副籍制度について言

及してあります。そこで、同事業の進捗状況と今後の見通しについて、また、居住地の小中

学校との交流の現状についてお聞かせください。 

 以上で１問目を終わり、２問目から自席にて行います。 

◯副議長（久保 浩） 山田教育長。 

◯教育長（山田裕嗣） 特別支援教育についての御質問にお答えをいたします。 

 まず、各学校からの施設整備の要望につきましては、さまざまな内容の改善要望が出され

ますが、建具の金物やガラス、トイレ、雨漏り、照明器具及び給排水設備などの関係の要望

が多くございます。改善要望につきましては、緊急性の高いものから優先して対応に努めて

おります。また、規模の大きな改良を要するものにつきましては、施設の構造上の制約や将

来の整備計画などの検討を踏まえ、対応に努めてまいります。 

 次に、大規模改造につきましては、建築後 30 年前後を経過した学校を対象に順次実施し

ている状況にあります。特別支援学校の中にも築 30 年を経過した学校がありますので、今

後具体的に検討してまいります。また、大規模改造に当たりましては、屋根防水、外壁、内

部仕上げ、建具、電気設備、給排水設備などの改造を原則として３カ年で実施しております。 

 次に、各知的障がい特別支援学校ごとのバスの配置台数、利用率につきましては、福岡中

央特別支援学校は３台で、利用率は 92％、若久特別支援学校は３台で、利用率は 56％、東

福岡特別支援学校は４台で、利用率は 79％、生の松原特別支援学校は３台で、利用率は 96％、

屋形原特別支援学校は３台で、利用率は 83％となっております。 

 また、知的障がい特別支援学校高等部生徒の通学状況につきましては、高等部生徒 312 人

のうち、公共交通機関等を利用して単独で通学している生徒は 156 人、公共交通機関を利

用して保護者同伴で通学している生徒は 32 人、保護者が自家用車で送迎している生徒は 43

人、スクールバスを利用している生徒は 81 人となっております。 

 次に、肢体不自由特別支援学校２校における医療的ケアを必要とする児童生徒は年々増

加傾向にあり、２校の合計で平成 17 年度が 28 名、平成 18 年度が 36 名、平成 19 年度が

59 名となっており、医療的ケアの内容は、経管栄養、たんの吸引、導尿等でございます。

平成 20 年度、特別支援学校に在籍する児童生徒の中で医療的ケアを必要とする児童生徒は

合計で 88 名でございます。内訳は肢体不自由特別支援学校に 66 名、知的障がい特別支援

学校に 22 名でございます。また、重篤なけいれん発作のある児童生徒は合計 189 名で、医

師の指示のもとに養護教諭が座薬の挿入を行っております。アレルギー疾患等につきまし

ては、屋形原特別支援学校と生の松原特別支援学校に１名ずつ在籍をしております。アレル

ギー疾患等への対応は、各学校で担任が学校生活全般の配慮を行っております。医療的ケア



の成果につきましては、児童生徒の増加及び障がいの重度、重複化に対応して、適宜看護師

の増員を行うことにより、専門家による適切な医療的ケアの充実が図られたところでござ

います。今後の課題としては、医療的ケアを必要とする児童生徒が増加しており、今後とも、

その充実に向けた検討が必要であると考えております。 

 それから、副籍制度についてでございますが、本年度、小学校３校を対象とし、交流のあ

り方や成果についての調査研究を行っております。今後、調査研究の成果を踏まえ、実施可

能な学校から段階的に進めていきたいと考えております。また、地元の小中学校の学校行事

などに参加する居住地校交流につきましては、昨年度は特別支援学校在籍の児童生徒 147

名を対象にし、延べ回数で 333 回の居住地校交流教育を実施いたしております。以上でご

ざいます。 

◯副議長（久保 浩） 松野隆議員。 

◯34 番（松野 隆） 特別支援教育の特色は、場から個への転換にあります。全国的傾向

として、障がい児の増加や障がいの重度、重複化は進んでおります。本市におきましても、

知的障がい特別支援学校の児童生徒数は５年間でおおよそ 200 名増加しております。文部

科学省はこの課題に対しまして、障がい児の自立と社会参加をより推進するために、ソフト

だけでなく、施設面でも質的向上を図るための特別支援学校整備指針を平成 19 年、全面的

に改定し、今後、改造を含めた施設整備における留意事項を示した上で、十分に配慮するよ

う、全国に通達を行いました。内容も、施設のバリアフリー化、通報システム導入、特別支

援学校のセンター機能強化への体制整備、就労支援に向けた環境整備など多岐にわたって

おります。 

 一方、本市における現状では、各学校からの営繕要望がなかなか実現しない状況にあり、

例えば、パソコン教室の整備についても、毎年要望しているにもかかわらず改善されないた

めに、教室を間仕切りしたり、放送室と兼用するなどの対応がなされております。高等部の

作業種目として就労支援に大変重要な項目である情報技術習得を取り入れたいとの要望や

自閉症児童への教育には、極めて効果が高いとの指摘もありました。このように、特別支援

学校は子どもたちの増加に対する急場しのぎで対応されてきたようで、劣悪な教室環境が

多く見受けられます。 

 そこでお尋ねします。文科省から示された特別支援学校整備指針において、今後の施設整

備について多様な学習活動の実施、安全性への配慮、地域との連携を考慮し、総合的かつ長

期的な視点から抜本的な整備計画が重要であると明示されていますが、本市において、特別

支援学校整備基本計画を早急策定すべきであると考えますが、御所見をお伺いします。また、

今後、施設の改造、整備の要望に対し、学校との連携が不十分と感じるなど、これまでの問

題点を踏まえ、今後どのように対応するのかお答えください。 

 次に、高等部生徒のスクールバス乗車についてであります。 

 本来、高等部生は義務教育ではないので、自主通学が原則となっており、平成 14 年に設

置されましたスクールバス運行協議会では、状況を勘案しながら定員を検討していくとの



結論であったようですが、私が見聞きした限り、スクールバスはすし詰め状態で運行されて

おり、定員は余裕のない状況にあります。また、自主性を養うための手段として公共交通機

関を利用し、単独での通学を行っている側面もあるようですが、基本的に学校まで直通、乗

りかえなしで通学できる生徒はほとんどいません。そのために、乗りかえの途中でおりるバ

ス停を間違え行方不明になった例や、通学中にパニック状態になったりと保護者の不安は

尽きません。また、公共交通空白地域に居住する保護者は毎日自家用車で送迎しなければな

らないなど、高等部の子どもの保護者の負担は過大であります。将来の自立に向けた訓練と

しての手段は、学校での就労に向けた科目の充実など、ほかの方法でも行えると思います。

少なくとも学校への通学という入り口で子どもたちを選別し、排除すべきではないと考え

ます。また、高等部は義務教育ではないという理由で単独で通学できない子どもを保護者が

送迎することを仕方がないとするのでしょうか。もう少し弱者に対する配慮があってしか

るべきではないかと思います。 

 高等部の生徒で病気や障がいの状況、交通の利便性から、どうしても単独で通学できない

子どもについて、現行の乗車基準を再考し、バスの増便により、希望する生徒全員が毎日乗

車できるよう取り計らっていただきたいと考えますが、御所見をお聞かせください。 

 次に、医療的ケアの問題であります。 

 平成 16 年度の文部科学省と厚生労働省との協議におきまして、軽微な医療的ケアについ

ては教員が実施できるようガイドラインが定められました。これを受けて、全国的にはこの

ガイドラインに基づいて教員が実施しているところがあるとお聞きしておりますが、各政

令市の実態はどうなっておりますでしょうか。また、本市におきましては、早期に看護師を

配置したにもかかわらず、その後の医療的ケア実施への取り組みが足踏みしている感があ

りますが、他政令市のように、今後、違法性の阻却を探りながら、教員による医療的ケアの

実施の研究がされているのでしょうか。本市では保護者が対応しているようですが、知的障

がいの特別支援学校においても、医療的ケアを必要とする子どもたちがいる以上、本市にお

いても保護者に負担をかけないような方法を検討する必要があると思いますが、いかがで

しょうか。お答えください。 

 次に、副籍制度についてであります。 

 今後、障がいのある子どもの居住地域での居場所を確保することは重要な課題です。また、

通常学校の子どもたちが障がいがある子どもたちと接することは情操教育の一環としても

重要であります。また、障がいがある子どもを日常的に受け入れることは、教員への特別支

援教育への理解や啓発も促進し、教員の人事交流にも大変有益であります。さらに、来るべ

きインクルーシブ教育や国はまだ導入はしてはおりませんが、通常学校、特別支援学校、特

別支援学級、また、適応指導教室などへの複数在籍や複数登録を見据え、一層の交流推進を

図るべきであります。このように副籍制度は多様なニーズを持つすべての子どもが一般教

育制度から排除されず、多様に保障される仕組みづくりのためにも極めて重要なプロセス

となり得る試行ではないでしょうか。 



 そこで、この副籍制度を一日も早く事業化するため、特別支援学校に在籍する子どもたち

の主籍は特別支援学校に、副籍は居住地の小中学校というように、学齢簿にきちんと位置づ

けるべきではないでしょうか。御所見を伺います。また、交流を進めるに当たり、今後の指

針やマニュアルの策定が必要ではないでしょうか。あわせてお答えください。 

 次に、特別支援教育推進のための発達教育センターの今後のあり方についてであります。 

 今回は施設の問題から述べさせていただきましたが、何らかの障がいがある幼児、児童生

徒は、今後も増加するとの将来予測があり、ハードとソフトの両面において多様化する課題

に対し、特別支援教育の推進は決して十分ではなく、今後の充実いかんであります。本市教

育委員会では、発達教育センターが約 20 名の陣容で日常の業務に当たっておられます。発

達教育センターの行う代表的な業務は、教職員への研修、特別支援教育の啓発、特別支援学

校、学級の施設整備、特別支援学級の設置、就学相談、教育相談、学校指導等、非常に多岐

にわたっております。例えば、さきに述べました施設改造の課題の本質は、一義的には発達

教育センターが窓口でも、センターには技術職もいない、予算も権限もないので、施設整備

課との連携が必要となり、課題解決までに相当の時間がかかってしまうという現状があり

ます。これから本格化する学校施設のアセットマネジメント事業にかかる経費を平準化す

るに当たっても、小規模改造はできるだけ速やかに行うべきであり、放置されるほどにコス

ト高になり、結局、費用のツケが回ってしまい、さらに先延ばしにされてしまうのではない

でしょうか。学校施設以外で、今述べました業務のほとんどが発達教育センター単独で行え

るものはなく、教育相談課、学校指導課、学校長との連携なしには行えません。当然、日常

的交流や連携は重要でありますが、速やかな意思決定を行う上では非効率的であります。現

在、障がい児支援課や教育相談課など、他の課の分け合っている一部の業務を発達教育セン

ターに取り込み、本市教育行政の観点からは、特別支援教育をさらに充実させるための体制

の構築と、市民サービスの観点からは、特別支援教育に関する情報提供や相談窓口など、障

がい児教育全般に関する総合的窓口機能をあわせ持つ発達教育センターのリニューアルを

行うことにより、本市発達教育センターが他市に先駆けた特別支援教育総合推進センター

になると考えます。 

 また、特別支援教育が本格実施され、これまでの特別支援学校、特別支援学級のみならず、

通常の学級に在籍するＬＤやＡＤＨＤ等の発達障がい児が教育の対象となり、その範囲が

拡大されております。発達教育センターだより第 26 号には、文部科学省の調査では、通常

の学級に在籍する発達障がいが疑われる児童生徒は 6.3％、特別支援学級に在籍する児童生

徒は 0.96％となっており、この率から考えますと、本市小中学校において特別な支援を必

要とする子どもは約 8,000 人と推定されると明記してあります。このような現状に 20 人の

陣容で、他の課と連携しながらスピーディーに対応することは非常に困難です。そうであれ

ば、現在、教育委員会において課と位置づけてある発達教育センターを人員、権限、予算が

伴う部制へ移行することがぜひ必要ではないかと思います。 

 そこで、現在教育委員会において進行中の新たな教育改革プログラムの策定作業におい



て、特別支援教育の重要性と発達教育センターの今後のあり方についてきちんと位置づけ、

さらに、多様なニーズに応じた取り組みを検討していくことが重要だと考えますが、特別支

援教育強化の必要性について教育長の御所見をお伺いし、２問目を終わります。 

◯副議長（久保 浩） 山田教育長。 

◯教育長（山田裕嗣） まず、特別支援学校の施設整備についでございますが、文部科学省

策定の特別支援学校施設整備指針に留意いたしますとともに、今後定めますアセットマネ

ジメントの実行計画の中で、将来的な計画を策定していく予定でございます。また、学校か

らの営繕要望につきましては、学校現場との連携をより密接に行い、良好な教育環境の整備

に努めてまいります。 

 次に、スクールバスについてのお尋ねでございますが、知的障がい特別支援学校高等部に

おきましては、知的発達におくれのある生徒の能力や特性に応じ、就労など自立して社会参

加していくための力を身につけることを教育目標としております。このため毎日の通学も

社会参加のための教育の一環として位置づけており、自主通学を原則としておりますが、障

がいの状況等により自主通学が困難な生徒につきましては、学校長の判断によりスクール

バスへの乗車を認めているところでございます。生徒の通学方法につきましては、障がいの

状態や教育的効果等について保護者の皆様とも十分に話し合い、最も適切な方法を個別に

検討してまいりたいと考えております。また、スクールバスの増便につきましては、乗車対

象となる児童生徒の状況を見ながら、今後検討してまいります。 

 次に、医療的ケアについての各政令市の実態につきましては、札幌市、さいたま市、横浜

市、京都市、大阪市、堺市、神戸市において、看護師と連携を図りながら教員による軽微な

医療的ケアを行っております。本市の場合、肢体不自由特別支援学校には看護師を配置して

おりますので、看護師が中心となって医療的ケアを行っております。医療的ケア実施の研究

につきましては、医療関係者や教員等から成る医療的ケア連絡会と医療的ケア研修会の中

で研究を行っております。知的障がい特別支援学校におきましては、医療的ケアを必要とし

ている児童生徒が２校に合計７名在籍しており、保護者が対応しております。今後、看護師

の配置等を含む医療的ケアの充実に向けて検討してまいりたいと考えております。 

 次に、副籍の学齢簿への位置づけにつきましては、学齢簿オンラインシステムの変更など

実務面における課題もありますので、今後、他都市の状況なども踏まえ検討してまいります。 

 また、交流に関しての指針やマニュアルについてのお尋ねでございますが、副籍制度は、

交流のあり方やその成果についての調査研究の結果を踏まえ、実施可能な学校から段階的

に進めることとしており、また、地元の小中学校の学校行事などに参加する居住地校交流に

も取り組んでいるところでございます。今後の事業の進捗状況を見ながら、指針やマニュア

ルの策定について検討してまいります。 

 次に、特別支援教育の推進に関するお尋ねでございますが、障がいのある児童生徒が自立

して充実した社会生活を送ることを目指して、児童生徒１人１人の教育的ニーズを把握し、

個に応じた適切な教育を行うことは大変必要であると考えております。現在、教育委員会に



おいては、現行の教育改革プログラムの成果と課題や近年の子どもをめぐる社会、地域、家

庭などの変化を踏まえ、今後の教育行政の指針となる新教育改革プログラムを策定中でご

ざいます。御指摘の特別支援教育の重要性につきましては、この新教育改革プログラムの中

に位置づけるとともに、その策定を行う中で特別支援教育の実施体制のあり方や事業内容

についても検討していきたいと考えております。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 松野隆議員。 

◯34 番（松野 隆） 医療的ケアの実施につきましては、今の回答にもありましたとおり、

札幌市を初め、他政令７都市におきまして、知的特別支援学校にも看護師の配置ができてい

るから、教員も看護師と連携しながら軽微な医療ケアができるわけです。本市は看護師の配

置ができていないので教員も何もできないと、結局、保護者への負担がふえる。この違いの

根源は何なのでしょうか。通常学校に障がいのある我が子を通わせたくても、医療的ケアが

必要であれば、保護者が付き添わなければならないので、家庭の事情によりそれがかなわな

いので、特別支援学校に在籍している児童生徒もいるはずです。にもかかわらず、知的特別

支援学校にさえ看護師の配置がない。既に通常学校に看護師を配置している政令市がある

にもかかわらず、一向に進まない本市の現状には強い疑問を感じずにはおられません。間も

なく本市障がい児教育プランの改定時期を迎えると聞いておりますが、その中で肢体不自

由とあわせ、知的特別支援学校における看護師の配置も推進されるよう、重ねて強く要望し

ておきます。 

 今回の質問に当たりまして、特別支援学校を視察し、現場の教員や保護者の皆さんから多

くの御意見をいただきました。また、教員や教育委員会事務局の皆さんが執筆された冊子を

読み、教育が抱える今日的課題の何と多いことか、多様化しているか、また、それに連なる

教育の未来への不安など、さまざまなことについて考える機会となり、また、具体的な提言

は大いに参考になりました。今後、教育の課題解決への最大の課題は教育費の確保にあるの

ではないでしょうか。昨日も三角議員から御指摘がありましたが、９月 10 日の新聞報道に

よりますと、2005 年、日本のＧＤＰに占める公的な教育支出額が過去最低となり、ＯＥＣ

Ｄ28 カ国中、最低であったことが判明し、世界各国は教育予算をふやす傾向にあり、日本

と差が開きつつあるとありました。日本の学力がアジア諸国と比較し、下降していることは

偶然の一致なのでしょうか。 

 本市におきましても、年間の教育予算は、今年度こそ耐震化事業に伴い増額しております

が、年を経るごとに減り続けております。平成 19 年度の本市年間教育費は 438 億円で、予

算規模としては昭和 56 年当時と同規模です。一方、この両年は一般会計額で比較しますと、

平成 19 年度は 6,740 億円、昭和 56 年は 3,244 億円で、平成 19 年度が昭和 56 年当時の約

２倍という規模から考えると、昭和 56 年と比べ教育費のシェアは半減しております。特に

平成７年以降、一般会計に占める教育費のシェアは右肩下がりで減少の一途をたどってお

ります。確かに市民体育館や市民プールなど学校施設以外の施設整備事業が減少しており

ますが、今年度、本市におきましては、新たな教育改革指針の策定、学校規模適正化事業な



ど重要課題に取り組んでおり、本市の教育力が向上するか否かの分岐点にあります。教育の

質の向上と学校施設の安全性確保のために、教育費の極端な減額傾向に歯どめをかけてい

ただきたいと思います。中でも障がいのある子どもたちは卒業後の行き先が少ないため、家

庭に閉じごもりがちになります。自立できない子どもたちは自分の人生をみずからの意思

で積極的に切り開くことが困難であるから、貧困などの家庭の境遇を将来にわたって引き

ずることになります。保護者も学校卒業後は相談相手もいなくなり、孤立し、傷つき、将来

への不安は尽きません。しかし、残念ながら就労機会拡大への取り組みは遅々として進んで

いないのが現状です。平成 19 年、日本は国連障害者権利条約に署名しました。日本の批准

に伴い、やがて国内における障がい児教育のための環境整備の状況と条約署名との整合性

が問われるときがすぐ目の前に迫っております。今後、教育予算の増額は重要であると考え

ますが、教育長はどうお考えでしょうか、お答えください。 

 出生数が減り続ける中、障がいがある子どもたちはふえ続けております。特別支援教育の

理念は、障がいのある幼児、児童生徒や知的おくれのない発達障がいの児童生徒も含めた自

立への教育にとどまらず、障がいの有無やその他の違いを認識しつつ、さまざまな人々が共

生する社会の基礎となるものであり、これからの社会の構築に重要な意味を持っておりま

す。その意味において、今こそ本市特別支援教育の土台をつくり、療育から就労まで障がい

児のための一環した環境づくりを力強く進めるというメッセージを発信していただきたい

と願います。それがすべての子どもたちを優しく思いやりのある子どもに育てるための教

育効果となり、さらに教育が抱える今日的課題の解決へとつながっていくことを確信いた

します。 

 最後に市長に御所見をお伺いし、質問を終わります。 

◯副議長（久保 浩） 山田教育長。 

◯教育長（山田裕嗣） 教育予算についてのお尋ねでございますが、教育委員会といたしま

しては、本市の教育が抱えるさまざまな課題の解決に取り組むとともに、教育の質の向上を

図っていく必要があることから、本年度におきましても、学校施設の耐震対策の推進や学力

向上施策の充実など、子どもたちの教育環境の整備、充実に努めているところでございます。

特に特別支援教育につきましては、知的障がいのある児童生徒の増加に対応するため、屋形

原特別支援学校に知的障がい教育部門を新設するとともに、小中学校に在籍する発達障が

いのある児童生徒の支援を行うため、特別支援教育支援員を新規配置するなど、特別支援教

育の充実に向けた予算措置を行ったところでございます。 

 平成６年度をピークとした教育予算の減少につきましては、主に大規模施設の整備完了

やスポーツ事業などの他局移管によるものでございますが、特別支援教育を初めとした多

様な教育ニーズの高まりに的確に対応していくため、より一層の予算確保に努めてまいり

たいと考えております。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 吉田市長。 

◯市長（吉田 宏） 力強いメッセージをということでありますが、特別支援教育について



の考え方は２つ、私は分けられるんではないかと思います。１つは、きのうからも今議会で

も議論されておりますが、発達障がいを含めて、それから、きょう今議員が御指摘の特別教

育が必要な子どもたち、大変ふえていますね。それはさまざまな背景があると思いますが、

実際にふえている。その子どもたちをまず早期の療育から始まり、そして就労できる就労の

訓練、また、その就労機会を我々が探すと、一緒になってつくっていくという、その子ども

たちのためにまず私たちやるべきことはまだたくさんあると思います。そのためには教育

予算の確保というのがまず一番大事なことであると。これは今教育長が申しましたけども、

我々も全く同じ気持ちで取り組んでいこうと思います。もう１つは、これは議員の御指摘の

中にもありましたが、我々が特別支援教育に取り組んでいるんだと、そういうハンデキャッ

プを負った子どもたちも社会全体でしっかり育てていくんだと、そして、その姿を一般のと

いいますか、社会全体、それから普通の子どもたちにも見せていくということがもう１つ非

常に大事なことだと思います。この車の両輪といいますか、この２つの考え方がしっかり合

わさって、これから先、非常に高齢社会になっていくということを含めますと、一方で社会

的な扶助をする仕組みというのが非常にタイトになっていくわけですけども、その中でも

何とか今申しましたように、この２つの輪が力強く結び合って、特別支援教育を含め、福岡

の教育力の向上にしっかり取り組んでいくつもりであります。 

 


